
「国と地方の協議」（平成２５年秋）新たな規制の特例措置に関する協議結果　 内閣官房地域活性化統合事務局

担当省庁 担当部署 根拠法令など 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、考え得る代替措置や対応策等
を含む）

提案事項の具体的内容 政策課題 根拠法令

２回目

がん、治験に係る病床については、従事者等必要な体制が確保され、地域に
おいて必要と認められる場合には、特定の病床の特例として整備することが
可能であると考えられる。具体的なご提案を受けた場合には、できるだけ速や
かに対応していきたい。医政局指導

課

医療法7条の2
医療法第30条の4第8項
医療法施行規則第30条の32
の2第1号及び第13号

D 協議書を提出
後に確定

協議書を提
出後に確定

基準病床数制度は、病床整備について、病床過剰地域から非過
剰地域へ誘導することを通じて、医師等の医療資源の地域的偏
在を是正し、全国的に一定の水準以上の医療を確保することを
目的としている。

１回目

厚生労働省
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

重粒子線治療に
係る治験等の病
床規制の特例

4026

重粒子線治療に関連する医
療機器の改良にあたっては、
「承認された医療機器の有効
性・安全性等に影響のある製
品の変更」の場合のみ変更承
認を要するものとする。

少ない副作用で高い治療効果を持つ世界
普及型重粒子線治療施設の改良・堅牢化
と国内外への展開。

薬事法第14条第9項
薬事法施行規則第47条

4027

重粒子線治療に関する医療
技術研究に必要な病床につい
ては、特定病床の特例制度で
増床を行いたいので、事前審
査の段階から優先審査等によ
る審査の迅速化を求める。

難治がんの克服や集学的治療法の確立
に向け、多くの症例・多様な部位を対象と
した重粒子線治療技術の研究開発が必
要。

医療法7条の2
医療法施行令5条の2
医療法第30条の4第8項
医療法施行規則第30条の32の
2第13号

２回目 D ― ―
承認された事項の一部を変更しようとするとき（軽微な変更である
ときを除く。）は、申請資料に基づき、当該品目の品質、有効性及
び安全性に関して調査することが必要である。

ご指摘の内容がすべて一部変更承認申請が必要な変更にはならないと考え
られるが、医療機器の承認事項の変更の際に必要となる手続については、当
該変更が安全性や有効性等に与える影響を慎重に確認する必要であるた
め、具体的な個別の変更内容に応じて判断すべきものであり、一部変更承認
申請の範囲をあらかじめ明確にすることは困難である。医薬品医療機器総合
機構が実施している相談事業を活用し、一部変更承認申請が必要となる範囲
について早期に御相談いただくことが変更内容の早期実用化につながると考
えている。

承認事項の変更手続については、医療機器によって変更内容が様々であるこ
とから、具体的変更内容が明らかになった時点で判断することが必要である。
具体的には、医薬品医療機器総合機構が実施している薬事戦略相談事業等
の相談事業を活用し、一部変更承認申請が必要となる範囲について早期に
御相談いただくことが変更内容の早期実用化につながると考えている。

医薬食品局
医療機器審
査管理室

薬事法第14条第9項
薬事法施行規則第47条

D ― ―
承認された事項の一部を変更しようとするとき（軽微な変更である
ときを除く。）は、申請資料に基づき、当該品目の品質、有効性及
び安全性に関して調査することが必要である。

１回目

厚生労働省
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

薬事法第１４条
第９項の一部変
更における承認
に係る特例

4025

重粒子線治療技術の開発に
係る製造販売承認について、
薬事法第１４条７項の優先審
査制度の対象とし、他の申請
に優先して、早期に審査する。

現在の技術では治療が困難な超難治が
んの克服には、世界最先端治療技術であ
る重粒子線治療の更なる高度化が有効。
重粒子線治療分野において、我が国が世
界をリードし続けていくためには、次世代
技術の開発及び迅速な製品化が必要。

薬事法第14条第１項
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

薬事法第１４条
第１項の製造販
売の承認に係る
特例

２回目 D ― ―
承認審査においては、申請資料に基づき、当該品目の品質、有
効性及び安全性に関して調査することが必要である。

すでに重粒子線治療装置は実用化されているため（②の要件に該当しない場
合もある。）、重粒子線治療装置であることをもって一概に優先審査に該当す
る医療機器とすることは困難である。医薬品医療機器総合機構が実施してい
る相談事業を活用し、早期に御相談いただくことが早期実用化につながると考
えている。

薬事法第14条第7項の規定に基づく医療機器の優先審査制度は、承認申請さ
れた医療機器が、①希少疾病用医療機器、②その他の医療上特に必要性が
高いと認められるものに該当する場合に、当該医療機器について迅速に審
査・上市させるべき必要性があるものとして、他の医療機器の審査に優先して
審査を行うものである。なお、上記②については、適応疾病が重篤であると認
められること及び医療上の有用性が、既存の医療機器又は治療方法と比較し
て、明らかに優れていると認められることが必要である。
ご提案のように、特定の特区内の取組みから創出された医療機器について、
個々に医療上の必要性を確認せずに優先審査の対象とすることは、承認審
査を行う医薬品医療機器総合機構の限られた審査人員等を勘案すると、他の
通常の品目の審査に遅れを生じさせるほか、必要性の高い医療機器が迅速
に承認等されなくなるなど、かえって制度の趣旨を損なうこととなるため困難で
あるが、②の要件に該当するような場合は、優先審査の指定を受けることが
可能である。

医薬食品局
医療機器審
査管理室

薬事法第14条第１項

D ― ―
承認審査においては、申請資料に基づき、当該品目の品質、有
効性及び安全性に関して調査することが必要である。

１回目

厚生労働省

回数

担当省庁の見解担当省庁の見解記入欄

【省庁の見解における「対応」欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示　Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討

総合特区名 提案事項名 整理番号
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群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

重粒子線治療に
係る治験等の病
床規制の特例

4026

4027

群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

薬事法第１４条
第９項の一部変
更における承認
に係る特例

4025
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

薬事法第１４条
第１項の製造販
売の承認に係る
特例

総合特区名 提案事項名 整理番号

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

a 　医療従事者の体制が整備され、地域で必要と認められる場合には、現行の特定病床制度の特例措置において迅速な対応に努めていただ
けるとのことであり、了承する。

　厚生労働省から、本提案については現行法令等で対応可能との見解が示され、指定自治体も了承しているため協議終了。た
だし、自治体の取組が実現できないと判明した場合は、改めて協議を行うこととする。 ⅲ

　厚生労働省から現行法令等で対応可能との見解が示されているものの、自治体は医療機器の海外展開及び我が国の医療機
器産業の競争力強化の観点から、現行制度での対応では不十分と考えているため、厚生労働省は自治体の見解を踏まえて再
度検討すること。 ⅵc

○貴省の見解によると、一部変更承認申請は具体的な個別の変更内容に応じて判断すべきとの見解であるが、「医療機器産業ビジョン2013
（厚生労働省）」で掲げる医療機器の海外展開を進めるためにも、重粒子線治療装置などの世界を牽引する最先端の医療機器については、
海外のメーカーの追従を許さないためにも、最先端の技術改良を進めていくことが重要である。
○我が国の医療機器産業の競争力強化のため、重粒子線治療に関連する医療機器については、照射器具の変更（リッジフィルタやコリメー
タ）や機器を動作させるプログラムの変更が円滑に行われるよう、引き続き御検討頂きたい。
○また、先般の国会で成立した改正薬事法において、第三者認証機関での認証とする範囲に位置づけられる医療機器に重粒子線治療装置
を定義し、大臣承認に代わり、第三者認証機関の認証とするなどの措置も可能であると考える。
○次回（平成26年春）以降に再度「国と地方の協議」を検討したい。

c

○重粒子線治療技術は、我が国の科学技術を結集した最先端のがん治療技術として更なる治療技術の高度化が期待されており、医療機器
の改良が進められている。しかし、現行制度では、治療に活用される「リッジフィルタ」や「コリメータ」など改良についても、現行制度の軽微な
変更の範囲として扱われず、既存装置の円滑な改良の妨げとなっている。さらに、機器を動作させるプログラムの変更（呼吸同期装置など）は
容易に行え、治療効果にも即効性が高いが、現在の「軽微な変更」の中に「プログラム」は明確に位置づけられておらず、デバイスラグを生じ
てると考えられる。
○このことから、①重粒子線の治療に用いる照射器具（リッジフィルタやコリメーターなど）ならびに照射機器（レンジシフタ、呼吸同期装置のプ
ログラムなど）を軽微な変更の範囲として一覧にするなど、政府の成長戦略を具体化した施策として明確化していただくとともに、②特区内の
重粒子線治療装置の改良について、有効性・安全性等で影響のある機器改良以外の場合は、一変申請から除外する特例などを御検討いた
だきたい。

　厚生労働省から現行法令等で対応可能との見解が示されているものの、自治体は現行制度での対応は困難だと考えているた
め、厚生労働省は自治体の見解を踏まえて再度検討すること。

c

○先般、貴省が策定した「医療機器産業ビジョン2013（厚生労働省）」は、医療機器産業を我が国の経済成長の牽引役として位置づけ、医療
の質の向上とともに、我が国が誇るものづくり技術を活かし、その活性化に向けた道筋を示したものであると理解している。
○ビジョンでは、我が国発の最先端の医療技術の国際標準化を推進し、積極的に世界へと展開するという国の方向性が示されており、その実
現に向けた具体策の記載では、重粒子線治療技術を重点的に研究開発を進める技術分野とし、小型・高度化に向けた研究開発や海外展開
を視野に入れた研究開発の充実を図るとされている。
○貴省の見解によると、一概に優先審査の対象とすることは困難とのことであるが、本特区で進める重粒子線治療技術の早期高度化は、「医
療機器産業ビジョン2013」の実現に資するものである。重粒子線治療技術をはじめとした「医療機器産業ビジョン2013」で重点的に進める技術
分野については、「優先審査等の取り扱い」（薬食審査発0901第１号）で優先審査の対象とするような扱いをすることは可能であると考えてい
る。
○また、先般の国会で成立した改正薬事法では、高度管理医療機器のうちクラスⅢの一部までを民間の第三者認証機関での範囲として拡充
を図ることであるが、今後、この範囲に位置づけられる医療機器に重粒子線治療装置を定義し、大臣承認に代わり、第三者認証機関の認証と
するなどの措置も可能であると考える。
○次回（平成26年春）以降に再度「国と地方の協議」を検討したい。

c

○重粒子線治療は、腫瘍の殺傷能力が高く、痛みを伴わずに短期間で体内のがんを治療できる治療法であり、薬事法第14条第7項の規定に
基づく医療機器の優先審査の評価基準からみても、②医療上の有用性で既存の治療法より優れている治療法に該当すると考えられる技術で
ある。さらに、本治療技術は、政府の成長戦略上でも、我が国の科学技術を結集した最先端のがん治療技術として国内外への展開及び更な
る治療技術の高度化が期待されている。
○現行法でも、②の要件に該当する場合は優先審査の指定を受けることが可能であるとの見解であるが、個々の医療機器について医療上の
必要性を判断すると、審査機関であるPMDAに判断が任され、海外展開が期待されている重粒子線装置の技術開発に係る製造販売承認につ
いて審査の迅速化につながらないのではないかということを危惧している。
○このことから、現行の優先審査制度に、具体的に優先審査する医療機器や治療機器を一覧として位置づけ、そこに重粒子線治療技術を定
め、優先審査の対象としていただくよう御検討いただきたい。

　厚生労働省から現行法令等で対応可能との見解が示されたが、自治体は、海外展開が期待されている重粒子線装置の審査
の迅速化につながらない可能性があることを危惧しており、現行の優先審査制度に、具体的に優先審査する医療機器を一覧とし
て位置づけ、そこに重粒子線治療技術を定めることを要望している。
　厚生労働省は自治体の見解を踏まえて再度検討すること。

　厚生労働省から現行法令等で対応可能との見解が示されているものの、自治体は現行制度での対応では不十分と考えている
ため、厚生労働省は自治体の見解を踏まえて再度検討すること。 ⅵ

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【整理フラグ欄 内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの
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担当省庁 担当部署 根拠法令など 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、考え得る代替措置や対応策等
を含む）

提案事項の具体的内容 政策課題 根拠法令 回数

担当省庁の見解担当省庁の見解記入欄

【省庁の見解における「対応」欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示　Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討

総合特区名 提案事項名 整理番号

4035

群馬大学で行う重粒子線治療
に係る研修については、臨床
修練指導医等の実地の指導
監督及び外国の医師等の個
別許可は不要とする。

群馬大学の重粒子線治療施設には海外
から多くの外国の医療資格者が視察等に
訪れるが、医師法の規定により日本での
医療行為に参加できない。

外国医師等が行う臨床修練に
係る医師法第１７条等の特例等
に関する法律第3条
外国医師等が行う臨床修練に
係る医師法第１７条等の特例等
に関する法律施行規則第3条

外国医師等が行う臨床修練に係る医師法第十七条等の特例等
に関する法律において、本制度が外国医師の臨床修練を目的と
したものであることを踏まえ、本制度で入国した外国医師は、指
導医の実地の指導監督の下に医業を行うこととされている。

○臨床修練制度について、以下のような見直しを行うための改正法案を次期
通常国会に提出する予定。
・臨床修練の許可の有効期間について、正当な理由（医学部の大学院に在学
中 等）があると認められる範囲（最長２年間）で、有効期間の更新を認めるよ
うにすること。
・臨床修練医等の受入病院の責任において、①外国医師の能力水準、②適
切な指導体制、③医療事故等が発生した際の賠償能力を確保する仕組みに
改めるとともに、厚生労働大臣が関与する手続・要件を簡素化すること。
・具体的には、①厚生労働大臣による指導医の認定制度を受入病院が指導
医を選任する仕組みに改めるとともに、②入国前でも臨床修練の許可を受け
ることができるようにする。
・また、修練目的の場合に加え、教授・臨床研究目的の場合にも国内での診
療を認めることとし、この場合、臨床修練制度上、責任者の実地の指導監督
は不要とする方向で検討中。

厚生労働省
医政局医事
課

外国医師等が行う臨床修練に
係る医師法第十七条等の特
例等に関する法律

C ― ―１回目
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

外国の医師等が
行う臨床修練の
手続緩和

２回目

外国医師等が行う臨床修練に係る医師法第十七条等の特例等
に関する法律において、臨床修練の許可の有効期間は、現行、
最長２年間とされている。

○臨床修練制度について、以下のような見直しを行うための改正法案を次期
通常国会に提出する予定。
・臨床修練の許可の有効期間について、正当な理由（医学部の大学院に在学
中 等）があると認められる範囲（最長２年間）で、有効期間の更新を認めるよ
うにすること。
・臨床修練医等の受入病院の責任において、①外国医師の能力水準、②適
切な指導体制、③医療事故等が発生した際の賠償能力を確保する仕組みに
改めるとともに、厚生労働大臣が関与する手続・要件を簡素化すること。
・修練目的の場合に加え、教授・臨床研究目的の場合にも国内での診療を認
めることとし、この場合、臨床修練制度上、責任者の実地の指導監督は不要と
する方向で検討中。

２回目

厚生労働省
医政局医事
課

外国医師等が行う臨床修練に
係る医師法第十七条等の特
例等に関する法律

A-2
平成26年の通
常国会に法案

提出予定

平成26年の
通常国会に
法案提出

4034

重粒子線治療に必要な医師、
看護師、診療放射線技師等を
育成し、国外に輩出していくた
め、重粒子線治療に関する臨
床修練については、最大４年
間の研修を可能とする（大学
院修士課程相当期間）。

重粒子線治療の分野で世界をリードし続
けるためには、世界各国から医療資格者
を受入れ、我が国で育成し、国外に輩出
していく必要がある。

外国医師等が行う臨床修練に
係る医師法第１７条等の特例等
に関する法律第3条第5項

１回目
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

外国の医師等が
行う臨床修練期
間の延長

２回目 E ― ―
「規制改革・民間開放推進３か年計画について」（平成16年3月19
日閣議決定）

○前回も回答したとおり、「規制改革・民間開放推進３か年計画について」（平
成16年3月19日閣議決定）において、業務独占資格については、資格の廃
止、相互乗り入れ等を推進することにより競争の活性化を通じた国民生活の
利便向上等を図ることとされるとともに、既存の業務独占資格であっても、民
間資格に類似資格が存在するもの等については、廃止を含めその在り方を検
討することとされており、新たな国家資格を創設することは困難と考える。
○また、前回の回答では、がん治療の推進や医学物理士の地位・能力の向上
が目的である場合には、学会での研修や広報を充実する等の国家資格化以
外の方法があることを提案したものであり、これらを十分に行っていれば国家
資格化が可能となる趣旨ではない。

○「規制改革・民間開放推進３か年計画について」（平成16年3月19日閣議決
定）において、業務独占資格については、資格の廃止、相互乗り入れ等を推
進することにより競争の活性化を通じた国民生活の利便向上等を図ることとさ
れるとともに、既存の業務独占資格であっても、民間資格に類似資格が存在
するもの等については、廃止を含めその在り方を検討することとされており、
新たな国家資格を創設することは困難と考える。
○医学物理士が行うことが想定される業務のうち、放射線画像技術（CT等）の
改良や医師が放射線治療計画を立案する際の協力については、現状、国家
資格を有しない者でも行うことができる業務であり、この業務を業務独占化し、
新たな規制を作ることは極めて困難と考える。また、医学物理士が放射線の
照射を行うことを想定しているのであれば、すでに放射線の照射を業務とする
診療放射線技師の国家資格があり、重複する業務独占のために新たな国家
資格を創設することはできない。
○業務独占が目的ではなく、がん治療の推進や医学物理士の地位・能力の
向上が目的である場合には、学会での研修や広報を充実する等の方法もあ
ると考える。

医政局医事
課

E ― ―
「規制改革・民間開放推進３か年計画について」（平成16年3月19
日閣議決定）

4031
医学物理士を「国家資格化」
し、医療職種としての地位を
明確化する。

重粒子線治療をはじめとする放射線治療
技術の高度化対応するためには医学及
び物理学の両方を習得した医学物理士が
必要であるが、現状として、その絶対数が
不足している。

－

１回目

厚生労働省
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

医学物理士の国
家資格化
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総合特区名 提案事項名 整理番号

4035
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

外国の医師等が
行う臨床修練の
手続緩和

4034
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

外国の医師等が
行う臨床修練期
間の延長

4031
群馬がん治療
技術地域活性
化総合特区

医学物理士の国
家資格化

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【整理フラグ欄 内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

ⅰ

ⅰa 提案内容と、同様な趣旨の法案が提出されるようであるので、了承する。
　厚生労働省から平成26年の通常国会に本提案の内容を含む改正法案を提出する予定であるとの見解が示され、自治体も了
承との見解を示しているため協議終了。
　ただし、自治体の取組が実現できないと判明した場合は、改めて協議を行うこととする。

a 　提案内容と、同様な趣旨の法案が提出されるようであるので、了承する。
　厚生労働省から平成26年の通常国会に本提案の内容を含む改正法案を提出する予定であるとの見解が示され、自治体も了
承との見解を示しているため協議終了。
　ただし、自治体の取組が実現できないと判明した場合は、改めて協議を行うこととする。

c

○新たな国家資格の創設は困難とのことであるが、放射線治療が高度化や多様化が進み、放射線治療の需要が増大する中、医療現場での
装置や治療の安全性を担保することは国民的ニーズであり、そのために医学物理学の専門的人材を確保することは急務である。
○このことから、放射線治療現場において装置の特性を充分理解できる医学物理士が必須であるが、現状では、専従で雇用されているもの
が少なく、医学物理士の資格を持つ診療放射線技師が両者の業務を兼務するなど、医療現場での過重労働や機器高度化への対応不足によ
り医療リスクが増大している状況にある。
○本提案は、単に医学物理士の地位・能力向上を目的とするものではなく、医学物理士の存在は、我が国の放射線治療技術の水準向上、安
全性の担保及び医療機器産業の発展に不可欠なものという背景のもと、提案するものである。引き続き、御検討頂きたい。
○次回（平成26年春）以降に再度「国と地方の協議」を検討したい。

　厚生労働省からは対応不可との見解が示されているが、自治体は、本提案は、単に医学物理士の地位・能力向上を目的とす
るものではく、医学物理士の存在は、我が国の放射線治療技術の水準向上、安全性の担保及び医療機器産業の発展に不可欠
なものという背景のもとに提案している。
　厚生労働省は、自治体の見解を踏まえて再度検討すること。また、自治体は医学物理士の具体的な業務や他の国家資格（診
療放射線技師等）とのすみわけ等について整理すること。

ⅵ

c

○医学物理士は、放射線を用いた医療が適切に実施されるように、①放射線治療及び診断計画の基礎となる物理データの取得、②診断や治
療装置の性能や安全性の確認を業務とし、我が国の重粒子線装置やX線治療装置などの放射線治療装置の高度化及び機器運用の安全性
に不可欠な存在である。
○放射線の照射は診療放射線技師の業務であり、医学物理士の業務とすることは想定していない。医学物理学の観点から業務に携わるとい
うことで医師や診療放射線技師とは立場が異なる。
○日本の医学物理士の人数は、欧米と比較し大きく遅れをとっており、放射線医療機器の技術革新が進む現在、医学物理士が臨床の現場に
入って業務に専念できる社会環境づくりが、重粒子線装置や放射線治療機器の高度化や安全性の確保のために不可欠である。そのために
は、医学物理士の医療職種としての地位を明確化し、放射線治療の安全性を担保する必要がある。
○能力や地位を向上を目的とした学会での研修や広報については、既に日本医学物理学会や医学物理士認定機構が充分に活動を行ってい
る。以上のことを踏まえ、医学物理士の国家資格化を御検討頂きたい。

　厚生労働省から対応不可との見解が示されているが、自治体は放射線治療の高度化に不可欠な医学物理士の地位向上の手
段として、すでに学会等による研修や広報は十分に行っていることから、国家資格化を要望している。
　厚生労働省は、自治体の見解を踏まえて再度検討を行うこと。
　また、自治体は厚生労働省の見解を踏まえ、医学物理士の具体的な業務や他の国家資格（診療放射線技師等）とのすみわけ
等について整理すること。


